
令和８年度 静岡県道路啓開計画協議会（第１回） 

日 時：令和 8年 10 月 14 日(水) 11：00～ 

場 所：静岡県庁本館 4階 401 会議室【WEB 併用】 

 

 

次   第 

 

１ 開 会 

 

２ 議 事 

（１）静岡県道路啓開計画協議会 設立趣旨・規約について 

   協議会の設立趣旨について              【資料 1-1】 

   協議会規約の承認について              【資料 1-2】 

 

（２）道路啓開計画についての概要・動向 

   道路啓開の目的と役割                【資料 2-1】 

   道路啓開計画の枠組み（法定化）           【資料 2-2】 

   中部道路啓開計画【地震・津波編】の概要       【資料 2-3】 

   静岡県計画策定に関する背景・動向・位置づけ     【資料 2-4】 

 

（３）計画策定の経緯と検討項目 

   静岡県道路啓開計画検討の検討事項          【資料 3-1】 

   今後の進め方                    【資料 3-2】 

 

３ その他・質疑応答 

 

４ 閉 会 

 

 

 



（案） 

静 岡 県 道 路 啓 開 計 画 協 議 会 

設 立 趣 意 書  

 

東日本大震災においては、鉄道・航路・空路などの各交通機関が麻痺する中で、 

国土交通省東北地方整備局を中心に官民一体となって展開した「くしの歯作戦」

による円滑な道路啓開により、救命救助・復旧に向けた交通路の確保が速やかに

実行された。 

 

中部地方においては、内閣府により南海トラフ巨大地震の被害想定（第一次報 

告）が平成 24 年８月に公表され、直近では、令和７年３月に被害想定の見直し、

今後実施すべき防災対策が見直され、複数の県をまたぐ広域で甚大な被害が予

測されている。 

 

静岡県においても津波被害が想定される沿岸部を抱えるとともに、中山間地

域における土砂災害等による孤立も懸念されることから、人命救助をはじめと

する諸活動を円滑に進めるため、明確なオペレーションのもと 関係機関が協力

体制を構築して、速やかに道路啓開を実施する必要がある。 

 

近年では、令和６年１月に発生した能登半島地震において、発災時における道

路啓開の強化や平時からの防災活動拠点の整備等の重要性が明らかになったこ

とを受け、令和７年４月に道路法が改正され、能登半島地震を踏まえた災害対応

の深化として、道路啓開計画が法定化された。 

これを受けて、実効性のある計画に基づいた道路啓開の実施のため、中部ブロ

ックにおいて改正道路法に基づく「中部道路啓開計画（地震・津波編）」が、令

和 8年 3月に策定されたところである。 

 

こうした状況から、静岡県においても、道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第

22 条の 3に定める道路啓開計画を策定し、関係機関の連携・協力により、大規

模災害時の道路啓開の実効性向上を目的として「静岡県道路啓開計画協議会」を

設立するものである。 

資料１－１ 



（案） 

静岡県道路啓開計画協議会 規約 
 

（名称） 

第１条 本会は、「静岡県道路啓開計画協議会」（以下「協議会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、静岡県内における大規模災害時の道路啓開を迅速かつ円滑に実施するた

め、道路法（昭和27年法律第180号）第22条の３に定める道路啓開計画を策定し、

関係機関の連携・協力により、道路啓開の実効性向上を目的とする。 

 

（協議事項） 

第３条 協議会は、第２条の目的を達成するため、次の事項について協議・検討を行う

ものとする。  

（１） 静岡県の対象となる災害の種類や道路啓開の目標に関すること 

（２） 優先的に道路啓開を実施する路線・区間やその方法に関すること 

（３） 道路啓開に必要な資機材の備蓄又は調達に関すること 

（４） 道路啓開に関する実践的な訓練、情報収集及び伝達に関すること 

（５） その他、前条の目的を達成するために必要な事項 

 

（組織） 

第４条  協議会は、第２条の目的を達成するために各行政機関、各種関係団体等をもっ

て組織する。  

２ 協議会には会長及び副会長を置くものとし、会長は静岡県交通基盤部長を、副

会長は国土交通省中部地方整備局静岡国道事務所長をもって充てる。  

３ 会長に事故があるときは、副会長がその職務を代行する。  

４ 協議会の構成員は、別紙-１のとおりとする。 ただし、必要に応じ会長が指名 

する者の出席を求めることができる。  

５ 協議会には、実務的な検討を行うためのワーキンググループを設けることがで

きる。ワーキンググループを設置した場合は、検討結果を協議会に報告しなけ

ればならない。 

６ 協議会は、中部道路啓開計画協議会、静岡県東部地域道路啓開検討会、静岡県中

部地域道路啓開検討会、静岡県西部地域道路啓開検討会と調整を図ることとす

る。 

資料１－２ 



 
 

（事務局） 

第５条 協議会の運営に係わる事務を行わせるため、事務局を置くものとする。  

２ 協議会の事務局は静岡県交通基盤部道路局道路保全課及び国土交通省中部地方 

  整備局静岡国道事務所管理第一課に置くものとする。 

 

（規約の改正） 

第６条 本規約の変更は、協議会の協議により行うものとする。 

 

（その他） 

第７条 協議会は、道路法第２８条の２第１項の規定に基づき設置するものであり、本

規約に定めるもののほか必要な事項は、その都度協議して定めるものとする。 

 

＜附 則＞ 

  本規約は、令和８年１０月  日から施行する。 

  



別紙-１ 
 
 

静岡県道路啓開計画協議会 

 

構成員名簿 

 

 
協議会役職 所属 役職 

 【道路管理者】 

1 会長 静岡県 交通基盤部 部長 

2 副会長 中部地方整備局 静岡国道事務所 所長 

3 会員 中部地方整備局 沼津河川国道事務所 所長 

4 〃 中部地方整備局 浜松河川国道事務所 所長 

5 〃 静岡市 建設局 道路部 道路保全課 課長 

6 〃 浜松市 土木部 道路保全課 課長 

7 〃 静岡県 道路公社 道路部 維持管理課 課長 
8 〃 中日本高速道路株式会社 静岡保全・サービス

センター 

所長 

9 〃 中日本高速道路株式会社 御殿場保全・サービ

スセンター 

所長 

10 〃 中日本高速道路株式会社 富士保全・サービス

センター 

所長 

11 〃 中日本高速道路株式会社 浜松保全・サービス

センター 

所長 

 【関係機関】 
12 会員 静岡県 交通基盤部 河川砂防局 土木防災課 課長 

13 〃 静岡県 危機管理部 危機対策課 課長 
14 〃 静岡県 危機管理部 消防保安課 課長 
15 〃 静岡県 総務部 賀茂地域局 参事 

16 〃 静岡県 総務部 東部地域局 技監 

17 〃 静岡県 総務部 中部地域局 技監 
18 〃 静岡県 総務部 西部地域局 参事 

19 〃 静岡県警察 警備部 緊急事態対策課 課長 

20 〃 静岡県警察 交通部 交通規制課 課長 

21 〃 陸上自衛隊第３４普通科連隊 第３科 第３科長 
22 〃 一般社団法人 静岡県建設業協会 専務理事 

23 〃 中部電力パワーグリッド株式会社 静岡支社 
総務・広報・資材グループ 

グループ長 

24 〃 東京電力パワーグリッド株式会社 静岡総支社 

防災グループ 

防災担当部長 

25 〃 ＮＴＴ西日本株式会社 静岡支店 設備部 災
害対策室 

担当課長 

26 〃 静岡県石油商業組合 専務理事 

27 〃 一般社団法人 日本建設機械レンタル協会 中部

ブロック 静岡支部 

支部長 



別紙-１ 
 
 

 
協議会役職 所属 役職 

28 会員 静岡県レッカー事業協同組合 理事長 

29 〃 一般社団法人 静岡県ＬＰガス協会 会長 

30 〃 一般社団法人 静岡県建設コンサルタンツ協会 会長 

31 〃 一般社団法人 静岡県測量設計業協会 会長 

    

【事務局】 

静岡県 交通基盤部 道路局 道路保全課 

中部地方整備局 静岡国道事務所 管理第一課 

 

 

 



静岡県道路啓開計画協議会

道路啓開の目的と役割 ‐道路啓開とは‐

資料２－１



静岡県道路啓開計画協議会

2

発災 道路啓開 応急復旧 本復旧 復興

道路啓開とは、災害等により塞がれた道路を緊急車両等の通行のため、１車線でも通
れるように、早急に最低限の土砂・瓦礫除去や段差修正等をもって、救助・救援部隊
の進出ルートを確保するもの

写真出典：中部道路啓開計画協議会「 中部道路啓開計画【地震・津波編】」(令和8年3月)

写真 被災直後の道路状況 写真 道路啓開作業後の道路状況

資料２－１

道路啓開の概要



静岡県道路啓開計画協議会

東日本大震災時の道路啓開

3図・写真出典：東北地方整備局 震災伝承館「啓開」

写真 陸前高田市内の道路啓開

資料２－１



静岡県道路啓開計画協議会

令和６年能登半島地震時の道路啓開

4出典：北陸地方整備局「令和６年能登半島地震に対する北陸地方整備局の対応について（第40報）」(令和6年1月)

資料２－１



静岡県道路啓開計画協議会

令和６年能登半島地震時の道路啓開

5出典：北陸地方整備局「令和６年能登半島地震に対する北陸地方整備局の対応について（第40報）」(令和6年1月)

資料２－１



静岡県道路啓開計画協議会

道路啓開計画の枠組み（法定化）

資料２－２

引用：国土交通省道路局
「新たな道路啓開計画の枠組み」(令和7年6月20日)



静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会 資料２－２
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静岡県道路啓開計画協議会

中部道路啓開計画【地震・津波編】の概要

資料２－３

引用：中部道路啓開計画協議会
「中部道路啓開計画【地震・津波編】（概要）」（令和8年3月）



静岡県道路啓開計画協議会

2

資料２－３



静岡県道路啓開計画協議会

3

資料２－３



静岡県道路啓開計画協議会

4

資料２－３



静岡県道路啓開計画協議会

県計画策定に関する背景・動向・位置づけ

資料２－４



静岡県道路啓開計画協議会

計画 位置付け 概要

道
路
啓
開
計
画

中部道路啓開計画 中部地方全体を対象とした啓開計画 ・幹線道路を軸として、沿岸地域の被災地への
啓開ルート設定

静岡県道路啓開計画 県内を対象とした啓開計画
・沿岸地域の被災地内の啓開ルート設定
・幹線道路を軸とした中山間地域の被災地への
啓開ルート、被災地内の啓開ルート設定

道
路
啓
開

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
計
画

中部くしの歯作戦
（道路啓開オペレーション計画）

中部道路啓開計画の行動計画 ・幹線道路を軸として、沿岸地域の被災地への
啓開ルート確保のための対応手順

東部･中部･西部
地域道路啓開計画

静岡県道路啓開計画の行動計画

・沿岸地域の被災地内への啓開ルート確保の
ための対応手順
・幹線道路を軸とした中山間地域の被災地への
啓開ルート、被災地内の啓開ルート確保のため
の対応手順

道路啓開計画の位置付け、概要

静岡県道路啓開計画は、幹線道路を軸として、「沿岸地域の被災地への啓開ルート」を設定する中部道路

啓開計画に加え、静岡県東部・中部・西部地域の道路啓開計画（中部くしの歯作戦の県版）で設定している、

「沿岸地域の被災地内の啓開ルート」及び「中山間地域の被災地への啓開ルート」並びに「被災地内の啓開

ルート」を反映することにより、静岡県内の道路啓開の実効性向上を目指すものである。

資料２－４



静岡県道路啓開計画協議会

静岡県道路啓開計画検討の検討事項

資料３－１



静岡県道路啓開計画協議会

静岡県道路啓開計画の検討事項

2

法定計画として作成する静岡県道路啓開計画は、道路法※及び道路啓開計画ガイドライン

に基づき、以下事項を検討する。

資料３－１

※道路法第22条の3第2項

対象となる災害種類

• 南海トラフ地震及び
相模トラフ地震を設
定

道路啓開の目標

• ルート種別ごとに啓
開の目標時間を設定

優先啓開路線の設定

• 拠点を整理し、国・
県・市町等で優先す
るルートを設定

• 孤立集落を考慮した
拠点の整理

道路啓開の方法

• 実施計画、タイムラ
インの作成

• 道路啓開完了後(72
ｈ)の応急復旧のタ
イムライン作成

資機材の備蓄・調達

• 必要資機材量と備蓄
数量・保有資機材状
況を整理

• 不足量への対応

実践的な訓練

• 中部道路啓開計画と
連携した訓練計画の
作成

情報収集・伝達

• 被害状況、道路啓開
啓開進捗状況を共有
するため、情報連絡
系統を策定

その他

• 複合災害の扱いや道
の駅の活用等を検討

第１号 第２号 第３号 第４号

第６号第５号 第７号 第８号



静岡県道路啓開計画協議会

今後の進め方

資料３－２



静岡県道路啓開計画協議会

2

○ 令和８年度末に静岡県道路啓開計画（地震・津波編）を策定する

資料３－２

静岡県道路啓開計画（地震・津波編） 策定

令和8年 10月14日

令和9年 3月中旬
（予定）

静岡県道路啓開計画策定ＷＧ（第１回）

※静岡県道路啓開計画協議会の規約、計画の策定方針・内容提示 等
静岡県道路啓開計画協議会（第１回）

静岡県道路啓開計画協議会（第３回）
※静岡県道路啓開計画（最終案）の確定採決

令和9年 3月末（目標）

令和9年 ２月上旬
（予定）

静岡県道路啓開計画協議会（第２回）

※静岡県道路啓開計画（素案）の提示
最終確定案に向けた微修正のための意見照会のアナウンス 等

静岡県道路啓開計画策定ＷＧ（立上げ）

静岡県道路啓開計画策定ＷＧ（第２回）

令和8年 11月上旬
（予定）



静岡県道路啓開計画協議会

令和8年11月下旬予定

令和9年 1月中旬予定

【静岡県道路啓開ＷＧ 検討事項】
・具体計画図（案）の調整
・各種拠点、被害想定算出に必要な各種データ
・保有時材料の確認

など

【静岡県道路啓開ＷＧ 構成員】
東部・中部・西部地域道路啓開検討会の会員を予定

【静岡県道路啓開ＷＧ スケジュール】

資料３－２

3

【第１回ＷＧ】

【第２回ＷＧ】

○ 検討事項については実務担当者で組織する静岡県道路啓開計画策定ワーキング

グループ（以下、静岡県道路啓開ＷＧと言う。）で検討・協議を実施

第１号～第８号関係の案提示

第１号～第８号関係への意見、整理

静岡県道路計画協議会ワーキンググループについて



静岡県道路啓開計画協議会

1

第１号関係 対象となる災害の種類

【ガイドラインで定める要件】
○広域ブロック単位・都道府県単位の対象災害を設定

南海トラフ巨大地震（基本ケース） 南海トラフ巨大地震（東側ケース） 相模トラフ沿いで発生する地震
（元禄型関東地震）

【県道路啓開計画の対応方針】
○静岡県地域防災計画で想定している南海トラフ巨大地震・相模トラフ沿いで発生す
る地震を対象とする

図出典：静岡県「静岡県第4次地震被害想定,平成25年6月（第一次報告）」(平成25年11月)

参考資料１

＜対象災害に関する最新の被害想定等＞
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広域支援ルート（STEP1） 発災から概ね24時間以内

被災地進出ルート（STEP2） 発災から概ね48時間以内

被災地内ルート（STEP3） 発災から概ね72時間以内

拠点アクセスルート 各拠点の開設目標時間

2

第２号関係 道路啓開の目標

【ガイドラインで定める要件】
○被災地へのアクセスルートの道路啓開目標（発災から概ね72時間以内）

【県道路啓開計画の対応方針】
○ルート種別ごとに啓開の目標時間を設定（既往計画等を踏まえて設定）

図 道路啓開ルートのイメージ

図出典：国土交通省道路局「道路啓開計画ガイドライン【地震・津波編】」(令和7年7月)

参考資料２

≪道路計画の目標設定≫
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3

第３号関係 優先的に道路啓開を実施する路線・区間

ガイドラインで定める要件】
〇道路啓開の目標を達成するために、優先的に啓開を行う路線・区間を設定
〇陸路でのアクセスが限られる半島部等は、空路・海路を活用したルートを補完

【県道路啓開計画の対応方針】
○道路啓開の目標を達成するために必要な拠点を整理し、優先するルートを設定
○空路や海路と道路の接続を考慮した救援・救出支援方法の整理

図出典：中部道路啓開計画協議会「 中部道路啓開計画【地震・津波編】」(令和8年3月)、東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議「中部圏地震防災基本戦略（案）」(平成24年11月)

参考資料３

中部道路啓開計画中部道路啓開計画

○津波による被害が想定される沿岸部への啓開
• 広域支援ルート：内陸部の幹線道路等のルート
• 被災地進出ルート：沿岸部の被災地へ向かうルート
• 被災地内ルート：沿岸部の被災地内を通るルート

静岡県道路啓開計画

広域的な災害において、広域応援部隊が県外から被災地へ
進出、活動するためのルートを確保

中山間地域や局所的な災害において、応援部隊が被災地へ
進出、活動するために必要なルートを確保
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第４号関係 道路啓開の方法

【ガイドラインで定める要件】
○道路管理者及び関係者が実施すべき事項について、役割分担や時系列を明確化

【県道路啓開計画の対応方針】
○関係機関との調整内容を踏まえた実施計画・タイムラインの作成

図出典：国土交通省道路局「道路啓開計画ガイドライン【地震・津波編】」(令和7年7月)、中部道路啓開計画協議会「 中部道路啓開計画【地震・津波編】」(令和8年3月)

参考資料４

図 道路啓開ルートのイメージ

道路啓開の目標とする地震発生から７２時間までに必要となる

道路管理者及び関係者が実施すべき事項について、役割分担を

明確にしてタイムラインを作成する。

道路管理者のほか、警察、消防、自衛隊、建設関連団体、ライ

フライン事業者等の関係機関が共有の目標のもと連携した行動
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第５号関係 資機材の備蓄・調達

【ガイドラインで定める要件】

○被害想定結果に基づき、道路啓開実施に必要となる資機材量を算出

○必要資機材量と保有資機材量との比較により不足量を確認し、調達方法を設定

【県道路啓開計画の対応方針】

○被害想定量及び啓開作業に必要となる必要資機材量・不足数量等の算出

○道路管理者や災害協定業者の保有資機材状況（備蓄量・備蓄場所）の更新

表 被災想定量・必要資機材量・備蓄量・不足数の算出イメージ

被災分類 被災量

がれき 6,110㎥

橋梁段差 132橋台

橋梁流出 3橋

落橋 0橋

斜面崩壊 11ヶ所

資機材 必要量

大型土のう 198袋

土砂 33㎥

RC-40 132㎥

バックホウ（0.8㎥） 11台

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ(3t/15t級) 4台

ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ（8～20t） 5台

振動ﾛｰﾗｰ(0.8～1.1t) 0台

振動ﾛｰﾗｰ（3～4t） 5台

資機材 備蓄量

大型土のう 150袋

土砂 0㎥

RC-40 0㎥

バックホウ（0.8㎥） 7台

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ(3t/15t級) 0台

ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ（8～20t） 0台

振動ﾛｰﾗｰ(0.8～1.1t) 0台

振動ﾛｰﾗｰ（3～4t） 0台

資機材 不足量

大型土のう 48袋

土砂 33㎥

RC-40 132㎥

バックホウ（0.8㎥） 4台

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ(3t/15t級) 4台

ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ（8～20t） 5台

振動ﾛｰﾗｰ(0.8～1.1t) -

振動ﾛｰﾗｰ（3～4t） 5台

比較

表中数値出典：中部道路啓開計画協議会「 中部道路啓開計画【地震・津波編】」(令和8年3月)

参考資料５
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第６号関係 実践的な訓練

【ガイドラインで定める要件】
○道路啓開の実効性を向上させる実践的な訓練計画の作成

【県道路啓開計画の対応方針】
○中部道路啓開計画と連携した訓練計画の作成

重機によるがれき撤去 重機による車両の吊り上げ・移動

電線管理者による電線安全確認 建設会社による倒壊電柱の撤去

道路啓開実動訓練事例

参考資料６

中部道路啓開計画
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第７号関係 情報収集・伝達

【ガイドラインで定める要件】
〇道路管理者と関係機関における、被災状況、道路啓開進捗状況等、情報収集・伝達
に関する体制・系統図等の整理

【県道路啓開計画の対応方針】
〇各地域の現行体制を踏まえて、被害状況、道路啓開進捗状況を共有するため、情報
連絡系統を策定

≪参考図≫
中部版「くしの歯作戦」における道路管理者、
自衛隊、災害協定業者等、関係機関の協力体制

図出典：中部地方幹線道路協議会 道路管理防災・震災対策検討分科会 静岡県小分科会「中部版「くしの歯作戦」〔静岡県抜粋版〕」(令和7年3月) より一部省略

参考資料７

※発災時、県や政令市からの出動要請の重複による建設
業者の混乱を回避するため、優先順位の事前調整等の
運用ルールを整理する。
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第８号関係 その他

【ガイドラインで定める要件】
○その他、道路啓開計画の実施に関し必要な情報の整理

【県道路啓開計画の対応方針】
○ガイドラインで提示されている以下の項目に関して、現状と課題等を整理
（１）道路啓開計画協議会の設置（ワーキンググループ含む）
（２）定期的な計画見直し
（３）「道の駅」の活用
（４）道路啓開ルートのリスクの整理
（５）地域の道路ネットワークの課題等の整理
（６）複合災害の扱い

参考資料８

複合災害の扱い
・風水害
・火山災害
・原子力災害

8

浜岡原子力発電所周辺


